
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 

 

第１回桑名市入札監視委員会審議資料 



 
 

桑名市請負工事入札参加者指名停止基準の改正について 

 

１．主な改正内容 

 

  三重県が「三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領」の措置基準及び措置期間を「工事請

負契約に係る指名停止等の措置要領中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル」に準拠する

よう改正を行ったことに伴い、桑名市の指名停止基準も準拠するよう改正を行った。 

  ※詳細は次ページ以降の指名停止期間等の新旧対照表のとおり 

 

  再犯加重措置の適用方法について、措置要件の「贈賄」、「独占禁止法違反行為」、「競売入札妨

害又は談合」及び「暴力的不法行為等」の指名停止措置期間満了後の遡及期間を、10 年から３

年に変更した。 

 

  措置要件の「独占禁止法違反行為」において、課徴金減免制度の適用があった場合の措置期間

を、別表第２に掲げる期間の 1/2 とする運用を導入した。 

 

  下請負人等からも暴力団の排除が可能となるよう「桑名市の締結する契約等からの暴力団等

排除措置要綱（以下「暴排要綱」という。」）」の改正を行ったことに伴い、暴排要綱との整合性

を図るため、措置基準の改正及び追加を行った。 

 

  平成 30 年４月１日以降に指名停止の決定がなされるものものから適用。 
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２ 指名停止期間等の新旧対照表 

別表第１ 事故等に基づく措置基準 

【改正前】 
改正内容 

【改正後（H30.04.01適用）】 

措置要件 期間 措置要件 期間 

（虚偽記載）   （虚偽記載）  

１ 市発注工事に係る競争入札におい

て、入札参加資格審査申請書、競争入

札参加資格確認申請書、競争入札参加

資格確認資料その他の届出書等に虚偽

の記載をし、契約の相手方として不適

当であると認められるとき。 

６月 期間の改正 １ 市発注工事に係る競争入札におい

て、入札参加資格審査申請書、競争入

札参加資格確認申請書、競争入札参加

資格確認資料その他の届出書等に虚偽

の記載をし、契約の相手方として不適

当であると認められるとき。 

１月以上 

６月以内 

（過失による粗雑施工等）   （過失による粗雑施工等）  

２ 市発注工事の施工に当たり、過失に

より工事を粗雑にしたと認められると

き。 

２月以上

12月以内

期間の改正 ２ 市発注工事の施工に当たり、過失に

より建設工事等を粗雑にしたと認めら

れるとき。 

１月以上 

12月以内 

３ 一般工事の施工に当たり、過失によ

り工事を粗雑にした場合において、瑕

疵が重大であると認められるとき。 

３月以上

６月以内

期間の改正 ３ 一般工事の施工に当たり、過失によ

り建設工事等を粗雑にした場合におい

て、瑕疵が重大であると認められると

き。 

１月以上 

６月以内 

（契約違反）   （契約違反）  

４ 市発注工事の施工に当たり、請負者

の責めに帰すべき事由により契約解除

となったとき。 

12月以上

24月以内

削除 ※ 見直し後は、別表第２－６「不正又

は不誠実な行為」として対応。 

１月以上 

12月以内 

５ 市発注工事の施工に当たり、正当な

理由がなく、履行期限内に契約の履行

が完了しなかったとき。 

２月以上

12月以内

削除 ※ 見直し後は、別表１－４「契約違

反」として対応。 

１月以上 

６月以内 

６ 市発注工事の施工に当たり、監督職

員又は検査職員の職務の執行を妨げた

とき。 

３月以上

24月以内

削除 ※ 見直し後は別表第２－６「不正又は

不誠実な行為」として対応。 

１月以上 

12月以内 

７ 第２号、第４号、第５号及び第６号

に掲げる場合のほか、市発注工事の施

工に当たり、契約に違反し、請負契約

の相手方として不適当であると認めら

れるとき。 

２月以上

６月以内

期間の改正 ４ 第２号に掲げる場合のほか、市発注

工事の施工に当たり、契約に違反し、

請負契約の相手方として不適当である

と認められるとき。 

１月以上 

６月以内 

（不適切な安全管理措置により生じた公

衆損害事故） 

  （不適切な安全管理措置により生じた公

衆損害事故） 

 

８ 市発注工事の施工に当たり、安全管

理の措置が不適切であったため、公衆

に死亡者若しくは負傷者を生じさせ、

又は損害を与えたと認められるとき。

２月以上

12月以内

期間の改正 ５ 市発注工事の施工に当たり、安全管

理の措置が不適切であったため、公衆

に死亡者若しくは負傷者を生じさせ、

又は損害を与えたと認められるとき。

１月以上 

６月以内 

９ 一般工事の施工に当たり、安全管理

の措置が不適切であったため、公衆に

死亡者若しくは負傷者を生じさせ、又

は損害を与えた場合において、当該事

故が重大であると認められるとき。 

１月以上

６月以内

期間の改正 ６ 一般工事の施工に当たり、安全管理

の措置が不適切であったため、公衆に

死亡者若しくは負傷者を生じさせ、又

は損害を与えた場合において、当該事

故が重大であると認められるとき。 

１月以上 

３月以内 
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別表第１ 事故等に基づく措置基準 

【改正前】 
改正内容 

【改正後（H30.04.01適用）】 

措置要件 期間 措置要件 期間 

（不適切な安全管理措置により生じた工

事関係者事故） 

  （不適切な安全管理措置により生じた工

事関係者事故） 

 

10 市発注工事の施工に当たり、安全管

理の措置が不適切であったため、作業関

係者に死亡者又は負傷者を生じさせたと

認められるとき。 

２月以上

６月以内

期間の改正 ７ 市発注工事の施工に当たり、安全管

理の措置が不適切であったため、作業関

係者に死亡者又は負傷者を生じさせたと

認められるとき。 

１月以上 

４月以内 

11 一般工事の施工に当たり、安全管理

の措置が不適切であったため、作業関係

者に死亡者又は負傷者を生じさせた場合

において、当該事故が重大であると認め

られるとき。 

１月以上

３月以内

 

期間の改正 ８ 一般工事の施工に当たり、安全管理

の措置が不適切であったため、作業関係

者に死亡者又は負傷者を生じさせた場合

において、当該事故が重大であると認め

られるとき。 

１月以上 

２月以内 
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別表第２ 贈賄及び不正行為等に基づく措置基準 

【改正前】 
改正内容 

【改正後（H30.04.01適用）】 

措置要件 期間 措置要件 期間 

（贈賄）   （贈賄）  

１ 有資格業者の役員等又は使用人が、

贈賄の嫌疑により逮捕され、又は逮捕

を経ないで公訴を提起されたとき。 

24月 区分の改正 

期間の改正 

１ 有資格業者の役員等又は使用人が、

贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕

を経ないで公訴を提起されたとき。 

 

   (1) 市職員に対する贈賄の場合 ４月以上 

24月以内 

   (2) 県内に所在する他の公共機関等の職

員に対する贈賄の場合 

３月以上 

18月以内 

   (3) 県外に所在する他の公共機関等の職

員に対する贈賄の場合 

３月以上 

12月以内 

（独占禁止法違反行為）   （独占禁止法違反行為）  

２ 有資格業者の役員等又は使用人が、

独占禁止法第３条又は第８条第１項第

１号に違反し、契約の相手方として不

適当であると認められるとき。 

12月以上

24月以内

区分の改正 

期間の改正 

２ 業務に関し、独占禁止法第３条又は

第８条第１項第１号に違反し、契約の

相手方として不適当であると認められ

るとき。 

 

   

 

(1) 市発注工事における独占禁止法第３

条又は第８条第１号違反の場合 

３月以上 

12月以内 

   (2) (1)以外における独占禁止法第３条

又は第８条第１号違反の場合 

１月以上 

９月以内 

（競売入札妨害又は談合）   （公契約関係競売妨害又は談合）   

３ 有資格業者の役員等又は使用人が、

競売入札妨害又は談合の嫌疑により逮

捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提

起されたとき。 

12月以上

24月以内

区分の改正 

期間の改正 

３ 有資格業者の役員等又は使用人が、

公契約関係競売妨害又は談合の容疑に

より逮捕され、又は逮捕を経ないで公

訴を提起されたとき。 

 

   (1) 市発注工事における公契約関係競売

等妨害又は談合の場合 

４月以上 

12月以内 

   (2) 県内に所在する他の公共機関等の職

員が締結する調達契約案件における公

契約関係競売等妨害又は談合の場合 

２月以上 

12月以内 

   (3) 県外に所在する他の公共機関等の職

員が締結する調達契約案件における公

契約関係競売等妨害又は談合の場合 

１月以上 

12月以内 

（あっせん利得処罰法違反行為）     

４ 有資格業者の役員等又は使用人が、

公職にある者等のあっせん行為による

利得等の処罰に関する法律（平成12年

法律第130号）違反の嫌疑により逮捕

され、又は逮捕を経ないで公訴を提起

されたとき。 

12月以上

24月以内

削除 ※ 見直し後は別表第２－６「不正又は

不誠実な行為」として対応。 

１月以上 

12月以内 
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別表第２ 贈賄及び不正行為等に基づく措置基準 

【改正前】 
改正内容 

【改正後（H30.04.01適用）】 

措置要件 期間 措置要件 期間 

（建設業法違反）    （建設業法違反行為）   

５ 建設業法（昭和24年法律第100号）の

規定に違反し、契約の相手方として不

適当であると認められるとき。 

１月以上

12月以内

 

区分の改正 

期間の改正 

４ 建設業法（昭和24年法律第100号）の

規定に違反し、契約の相手方として不

適当であると認められるとき。 

 

   (1) 市発注工事における建設業法違反の

場合 

２月以上 

12月以内 

   (2) 市発注工事以外における建設業法違

反の場合 

１月以上 

12月以内 

（不正又は不誠実な行為）    （不正又は不誠実な行為）   

６ 市発注工事に係る競争入札において

落札したにもかかわらず、契約を締結

しなかったとき。 

１月以上

12月以内

現行のまま 

 

５ 市発注工事に係る競争入札において

落札したにもかかわらず、契約を締結

しなかったとき。 

１月以上 

12月以内 

７ 別表第１各号及び前各号に掲げる場

合のほか、業務に関し、不正又は不誠

実な行為をし、契約の相手方として不

適当であると認められるとき。 

１月以上

12月以内

現行のまま ６ 別表第１各号及び前各号に掲げる場

合のほか、業務に関し、不正又は不誠

実な行為をし、契約の相手方として不

適当であると認められるとき。 

１月以上 

12月以内 

８ 別表第１各号及び前各号に掲げる場

合のほか、有資格業者の役員等が禁固

以上の刑に当たる犯罪の嫌疑により公

訴を提起され、又は禁固以上の刑若し

くは刑法の規定により罰金刑を宣告さ

れ、契約の相手方として不適当である

と認められるとき。 

１月以上

12月以内

現行のまま 

 

７ 別表第１各号及び前各号に掲げる場

合のほか、有資格業者の役員等が禁固

以上の刑に当たる犯罪の容疑により公

訴を提起され、又は禁固以上の刑若し

くは刑法の規定による罰金刑を宣告さ

れ、契約の相手方として不適当である

と認められるとき。 

１月以上 

12月以内 
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別表第３ 暴力的不法行為等に基づく措置基準 

【改正前】 
改正内容 

【改正後（H30.04.01適用）】 

措置要件 期間 措置要件 期間 

（暴力的不法行為等）   （暴力的不法行為等）   

１ 次の(1)から(9)までのいずれかに該

当するものとして警察等関係行政機関

等から通報又は情報提供があり、契約

の相手方として不適当であると認めら

れるとき。 

指名停

止の期間

が経過

し、契約

の相手方

として適

当と認め

られると

きまで。

暴力団排除要

綱改正に伴う

措置要件の追

加 

 

※下請負人等

からも暴力団

を排除できる

よう要綱を改

正 

１ 次の(1)から(6)までのいずれかに該

当するものとして関係行政機関から通

報があるとき又は次の(7)から(11)ま

でのいずれかに該当し、契約の相手方

として不適当であると認められると

き。 

次の(1)

から(6)の

措置期間に

ついては、

指名停止の

期間の始期

から当該の

期間を経過

し、契約の

相手方とし

て適当と認

められる状

態となるま

で。 

(1) 有資格業者の役員等が、集団的に又

は常習的に暴力的不法行為を行うおそ

れのある組織（以下「暴力団」とい

う。）の関係者であると認められると

き、又は暴力団関係者が有資格業者の

経営に実質的に関与していると認めら

れるとき。 

24月 現行のまま (1) 有資格業者の役員等が、桑名市の締

結する契約等からの暴力団等排除措置

要綱（平成21年告示第206号。以下「暴

排要綱」という。）第２条第11号に規

定する暴力団関係者（以下「暴力団員

等」という）であると認められると

き。 

24月 

(2) 有資格業者の役員等が、自社、自己

若しくは第三者の不正の利益を図り、

又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団の威力又は暴力団関係者を

利用するなどしていると認められると

き。 

12月 現行のまま (2) 有資格業者の役員等が、自社、自己

若しくは第三者の不正の利益を図り、

又は第三者に損害を与える目的を持っ

て、暴排要綱第２条第10号に規定する

暴力団（以下「暴力団」という。）の

威力又は暴力団員等を利用するなどし

たと認められるとき。 

12月 

(3) 有資格業者の役員等が、暴力団又は

暴力団関係者若しくは暴力団関係者が

経営又は運営に実質的に関与している

と認められる法人等に対して資金等を

供給し、又は便宜を供与するなど積極

的に暴力団の維持運営に協力し、若し

くは関与していると認められるとき。

９月 現行のまま (3) 有資格業者の役員等が、暴力団又は

暴力団員等若しくは暴排要綱第２条第

12号に規定する暴力団関係法人等（以

下「暴力団関係法人等」という。）に

対して直接又は間接を問わず資金等を

供給し、又は便宜を供与するなど積極

的に暴力団の維持運営に協力し、若し

くは関与していると認められるとき。

９月 

(4) 有資格業者の役員等が、暴力団又は

暴力団関係者と密接な関係を有してい

ると認められるとき。 

６月 現行のまま (4) 有資格業者の役員等が、暴力団又は

暴力団員等と密接な関係を有している

と認められるとき。 

６月 

(5) 有資格業者の役員等が、暴力団又は

暴力団関係者と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められると

き。 

 

 

３月 現行のまま (5) 有資格業者の役員等が、暴力団又は

暴力団員等と社会的に非難されるべき

関係を有していると認められるとき。

３月 
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別表第３ 暴力的不法行為等に基づく措置基準 

【改正前】 
改正内容 

【改正後（H30.04.01適用）】 

措置要件 期間 措置要件 期間 

(6) 有資格業者の役員等が、暴力団関係

者又は暴力団関係者が経営若しくは運

営に実質的に関与している法人等であ

ることを知りながら、これを不当に利

用するなどしていると認められると

き。 

６月 現行のまま (6) 有資格業者の役員等が、暴力団員等

又は暴力団関係法人等であることを知

りながら、これを利用する等している

と認められるとき。 

６月 

(7) 有資格業者の役員等又は使用人が、

業務に関し、暴力行為（注１）を行っ

たと認められるとき。 

１月以上

12月以内

現行のまま (7) 有資格業者である個人又は有資格業

者の役員若しくはその使用人が、業務

に関し、暴力行為を行ったと認められ

るとき。 

１月以上 

12月以内 

(8) 有資格業者が、市発注工事の施工に

当たり、暴力団又は暴力団関係者が経

営又は運営に実質的に関与していると

認められる法人等と下請負契約を締結

したとき 

３月以上

６月以内

現行のまま (8) 有資格業者が、市発注工事の施工に

当たり、暴排要綱別表第１のいずれか

に該当する者と認められると知りなが

らその者を下請負人又は再受託者とし

ていたとき。 

３月以上 

６月以内 

(9) 有資格業者が、市発注工事の施工に

当たり、暴力団又は暴力団関係者が経

営又は運営に実質的に関与していると

認められる法人等から資材、原材料等

を購入し、又は産業廃棄物処理施設を

使用したとき。 

３月以上

６月以内

現行のまま (9) 有資格業者が、市発注工事の施工に

当たり、暴排要綱別表第２に規定する

資材販売業者若しくは廃棄物処理業者

（以下「資材販売業者等」という。）

又はその役員等が暴排要綱別表第１の

いずれかに該当する者と認められると

知りながらその者から資材等を購入

し、又は暴排要綱別表第２に規定する

廃棄物処理施設若しくは廃棄物処理業

者を使用したとき。 

３月以上 

６月以内 

  要綱改正に伴

う追加 

(10) 有資格業者が、市発注工事の施工

に当たり、市長が、暴排要綱第５条第

４項又は第６条第４項の規定に基づ

き、当該有資格業者に対し又は当該有

資格業者を通じて、暴排要綱第２条第

５号に規定する下請負人等又は資材販

売業者等との契約の解除を求めたにも

かかわらず、当該有資格業者がこの要

求に従わなかったとき。 

３月以上 

６月以内 

  要綱改正に伴

う追加 

(11) 有資格業者が、市発注工事に関

し、暴力団員等による不当介入を受け

たにもかかわらず、警察への通報若し

くは発注者への報告を怠り、著しく信

頼を損なう行為であると認められると

き。 

１月 
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１． 〔 案 件 名 〕 星川送水管布設替工事（嘉例川水管橋）

〔入札方法〕

〔抽出理由〕

２． 〔 案 件 名 〕 都市・地域交通戦略推進事業（桑名駅周辺地区）に伴う費用便益分析調査等業務委託

〔入札方法〕

〔抽出理由〕

３． 〔 案 件 名 〕 市道東金井10号線道路修繕工事　他不調案件

〔入札方法〕

〔抽出理由〕

【平成30年度第1回桑名市入札監視委員会　審議案件の抽出理由書】

事後審査型条件付一般競争入札

落札率が （ 高い ・ 低い ） ため

指名競争入札 随意契約

発注金額が高額であるため

応札業者の中で、（ 失格 ・ 無効 ・ 辞退 ） が多いため

その他

応札業者の数が （ 多い ・ 少ない ） ため

事後審査型条件付一般競争入札

落札率が （ 高い ・ 低い ） ため

指名競争入札 随意契約

発注金額が高額であるため

応札業者の中で、（ 失格 ・ 無効 ・ 辞退 ） が多いため

その他（ ）

応札業者の数が （ 多い ・ 少ない ） ため

事後審査型条件付一般競争入札

落札率が （ 高い ・ 低い ） ため

指名競争入札 随意契約

発注金額が高額であるため

応札業者の中で、（ 失格 ・ 無効 ・ 辞退 ） が多いため

その他（ ）

応札業者の数が （ 多い ・ 少ない ） ため

総合評価

総合評価

総合評価

不調が多いため
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工 事 名

予 算 額 197,119,000 設 計 額 197,092,440 工　　　期
平成30年3月12日から
平成31年3月15日まで

工 事 概 要

　本送水管ルートは西部水源地から大山田東配水池へ配水する基幹管路であり、昭和
50年設置の水管橋である。平成27年度に漏水が発生し、老朽化が進行している。よっ
て老朽化対策と耐震化対策を兼ねて布設替を実施するものである。

送水管布設替工事

DIP（NS)φ600　25.2ｍ
SP（溶接)φ600　15.1ｍ
SP（溶接)φ600水管橋　22.7ｍ
GP（溶接)φ700　3.0ｍ
計　　　　　　　66.0ｍ

工　事　概　要　書

工務課

星川送水管布設替工事（嘉例川水管橋）
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桑名市上下水道事業管理者　水谷　義人

工事担当課

送水管布設工　DIP-NS　 φ600　　25.2m 水管橋　SP(溶接)　　　　600A　　22.7m
送水管布設工　SP(溶接） 600A　　15.1m 送水管布設工　GP(溶接） 700A 　　3.0m

(消費税及び地方消費税の額を含む)

　　特定

　　市内業者 　　準市内業者 　　県内業者 　　県外業者

　市内業者 ７３０ 点以上 点以下

　準市内業者 １,０００ 点以上 点以下

　県内業者 点以上 点以下

　県外業者 点以上 点以下

　　現場代理人

    主任技術者 専任配置

　　監理技術者 専任配置

　　その他技術者 専任配置

FAX 0594-48-3585 E-mail　kikakusm@city.kuwana.lg.jp

9時00分から

場 所

「桑名市電子入札システム」を利用した入札

質問書は別紙様式によりFAX、メールまたは持参により提出すること。

（FAX、メールにより提出する場合は、送信後に確認のため必ず電話連絡すること。）

①日本水道協会の配水管工技能講習会「講習会大口径管」の受講証
　取得者

無

採用（事後公表）※別紙参照

②日本ダクタイル鉄管協会の継手接合研修「耐震管φ500以上」の受
　講証取得者

そ の 他

本公告の日から入札書提出期限まで

桑名市役所多度町総合支所　上下水道部企画総務課

入 札 方 法

回 答 日

受 付 期 間

桑名市役所多度町総合支所　３階304東会議室

１９７,０９２,４４０ 円

要（契約金額の1/10以上の額。但し、低入札価格で契約を締結する場合は、契約金額の3/10以上の額。）

入札情報公開システム→発注情報検索→当該案件に回答書を掲載する。

本公告の日から   平成30年2月13日 (火) 　16時00分まで

契約保証金

開 札 日 時

設 計 図 書
の 閲 覧

経 審 点 数
（総合評定値Ｐ）

平成30年2月15日 (木)

要　　入札金額の根拠となった内訳書(入札額と同額)を添付すること

質疑回答日の翌日8時30分から　平成30年2月27日 (火)  8時50分まで提 出 期 間

有

期 間

発注公告
【低入札価格調査制度試行案件】

星川送水管布設替工事（嘉例川水管橋）

　事後審査型条件付一般競争入札の実施について

　事後審査型条件付一般競争入札に付するので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６の規定により、次のとおり公告
する。

平成30年2月7日

工 事 名

工務課桑名市上下水道調達公告第 4292-066 号

入 札 参 加
資 格 要 件
(元請要件)

契約の日から

土木工事業

※現場代理人、監理技術者との兼務可

技術者要件

完成工事高

その他要件

発注業種の完成工事高(２年又は３年平均)が予定価格（税抜）の２分の１以上

同 種 工 事
施 工 実 績

　次のいずれかの有資格者

（立会人は、入札開始５分前に多度町総合支所２階　企画総務課窓口へお越しください。）

見積内訳等の検討
に係る判断基準

入札参加者は入札日の開札に立ち会うことができる。（前日までに申し出を要する。）

有（契約金額の4/10以内の額。但し、低入札価格で契約を締結する場合は、契約金額の2/10以内の額。）

失格基準価格

前  払  金

採用（事後公表）※別紙参照

平成30年2月27日 (火)

場 所

部  分  払

日 時

入札保証金

調査基準価格

開札立会い

工 事 場 所 桑名市大字星川地内ほか

　　一般

建設業法第26条に定める監理技術者(土木）

所 在 地

工 事 概 要

予 定 価 格

履 行 期 限

発 注 業 種

監理技術者の兼務可

 平成31年3月15日 まで

建設業許可

平成１９年度以降、官公庁が発注した案件（受注形態：元請単独）で土木一式工事の施工実
績

土木一式工事

低入札価格で契約を締結する場合、上記技術者のほかに監理技術者に求め
る資格を有する者を専任の技術担当者として１名追加配置すること。

質疑・回答

入札方法等

工事費内訳書

免除
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委託業務名

予 算 額 4,968,000円 設 計 額 4,983,120円 履 行 期 間
平成30年3月20日から
平成30年3月30日まで

業 務 概 要

　本業務は、社会資本総合整備計画「桑名駅交通結節点整備計画」で位置づけている
都市地域交通戦略推進事業（桑名駅周辺地区）の費用の整理を行い、便益項目及び便
益算定方法の検討のうえ便益を算定し、費用便益比を算定する業務である。

委　託　概　要　書

駅周辺整備課

都市・地域交通戦略推進事業（桑名駅周辺地区）に伴う費用便益分析調査等業務委託
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桑名市長　伊藤　徳宇

工事担当課

(消費税及び地方消費税の額を含む)

　　　　　

　　特定

　　市内業者 　　準市内業者 　　県内業者 　　県外業者

市内業者 点以上 ６４９ 点以下

準市内業者 点以上 点以下

県内業者 点以上 点以下

県外業者 点以上 点以下

　　現場代理人

　　主任技術者 専任配置

　　監理技術者 専任配置

　　その他技術者 専任配置

FAX 0594-24-1352 E-mail　keiyakum@city.kuwana.lg.jp

入札情報公開システム→発注情報検索→当該案件に回答書を掲載する。

入札参加者は入札日の開札に立ち会うことができる。（前日までに申し出を要する。）

（立会人は、入札開始５分前に本庁４階 契約監理課窓口へお越しください。）

9時30分から

側溝工(PU3型300×300)　　　　　13.3  m

集水桝工　　　　　　　　　　　 　 1  基

場 所

平成29年12月13日 (水)日 時

　　その他

主任技術者の兼務可

採用（変動型最低制限価格）

発注業種の完成工事高(２年又は３年平均)が予定価格（税抜）の２分の１以上

同 種 工 事
施 工 実 績

６０４,８００ 円

　　　　　

予 定 価 格

土木工事業

契約の日から 60日間

桑名市東金井地内

建設業許可

土木一式工事

入 札 参 加
資 格 要 件
(元請要件)

入札保証金

契約保証金

前 払 金

部 分 払

設 計 図 書
の 閲 覧

受 付 期 間

技術者要件

発注公告

市道東金井10号線道路修繕工事

　事後審査型条件付一般競争入札の実施について

　事後審査型条件付一般競争入札に付するので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６の規定により、次のとおり公
告する。

平成29年11月30日

工 事 名

土木課桑名市調達公告　第　4291-119　号

桑名市役所　契約監理課

建設業法第26条に定める主任技術者

本公告の日から入札書提出期限まで

　　一般

　

次の①又は②に該当する市内業者のみ、土木一式工事（平成19年度以降、官公庁元請

工 事 場 所

工 事 概 要

履 行 期 限

発 注 業 種

最低制限価格

質疑・回答

質問書は別紙様式によりFAX、メールまたは持参により提出すること。

契約金額130万円以上の場合は有り。（契約金額の4/10以内の額）

無

免除

要（契約金額の1/10以上の額。但し、契約金額500万円未満の場合は免除）

（FAX、メールにより提出する場合は、送信後に確認のため必ず電話連絡すること。）

開 札 日 時
桑名市役所　４階入札室

「桑名市電子入札システム」を利用した入札

提 出 期 間

本公告の日から   平成29年12月4日 (月) 　16時00分まで

入札方法等

回 答 日

質疑回答日の翌日8時30分から平成29年12月13日 (水)  8時50分まで

開札立会い

工事費内訳書 要　　入札金額の根拠となった内訳書(入札額と同額)を添付すること

経 審 点 数
（総合評定値Ｐ）

その他要件

所 在 地

(受注形態：単独））の施工実績が必要。

①経審点数649点以下で完成工事高要件を満たさない場合

平成29年12月7日 (木)

入 札 方 法

②経審点数650点以上で完成工事高要件により250万円以上の工事にも参加できない場合

期 間

場 所

完成工事高
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桑名市長　伊藤　徳宇

工事担当課

(消費税及び地方消費税の額を含む)

　　　　　

　　特定

　　市内業者 　　準市内業者 　　県内業者 　　県外業者

　　現場代理人

　　主任技術者 専任配置

　　監理技術者 専任配置

　　その他技術者 専任配置

FAX 0594-24-1352 E-mail　keiyakum@city.kuwana.lg.jp

入札情報公開システム→発注情報検索→当該案件に回答書を掲載する。

入札参加者は入札日の開札に立ち会うことができる。（前日までに申し出を要する。）

（立会人は、入札開始５分前に本庁４階 契約監理課窓口へお越しください。）

9時40分から

最低制限価格

質疑・回答

質問書は別紙様式によりFAX、メールまたは持参により提出すること。

本公告の日から   平成29年12月25日 (月) 　16時00分まで

設 計 図 書
の 閲 覧

技術者要件

桑名市役所　契約監理課

建設業法第26条に定める主任技術者

本公告の日から入札書提出期限まで

採用（変動型最低制限価格）

契約金額130万円以上の場合は有り。（契約金額の4/10以内の額）

無

免除

要（契約金額の1/10以上の額。但し、契約金額500万円未満の場合は免除）

（FAX、メールにより提出する場合は、送信後に確認のため必ず電話連絡すること。）

開 札 日 時
桑名市役所　４階入札室

「桑名市電子入札システム」を利用した入札

提 出 期 間入札方法等

回 答 日

質疑回答日の翌日8時30分から平成30年1月10日 (水)  8時50分まで

開札立会い

工事費内訳書 要　　入札金額の根拠となった内訳書(入札額と同額)を添付すること

受 付 期 間

場 所

平成30年1月10日 (水)日 時

６０４,８００ 円

発注公告

市道東金井10号線道路修繕工事

　事後審査型条件付一般競争入札の実施について

　事後審査型条件付一般競争入札に付するので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６の規定により、次のとおり公
告する。

平成29年12月21日

工 事 名

土木課桑名市調達公告　第　4291-131　号

発注業種の完成工事高(２年又は３年平均)が予定価格（税抜）の２分の１以上

同 種 工 事
施 工 実 績

工 事 場 所

工 事 概 要

履 行 期 限

発 注 業 種

予 定 価 格

土木工事業

契約の日から 45日間

桑名市東金井地内

建設業許可

土木一式工事

入 札 参 加
資 格 要 件
(元請要件)

側溝工(PU3型300×300)　　　　　13.3  m

集水桝工　　　　　　　　　　　 　 1  基

　　その他

主任技術者の兼務可

その他要件

所 在 地

　　一般

　

完成工事高要件を満たさない市内業者のみ、平成19年度以降、官公庁が発注した

平成29年12月27日 (水)

入 札 方 法

期 間

場 所

案件で、土木一式工事の施工実績(受注形態：単独）を有すること。

完成工事高

　　　　　

入札保証金

契約保証金

前 払 金

部 分 払
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